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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

また、第５期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。 

４．第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．当社は平成18年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 3,037,892 3,397,754 5,378,941 

経常利益 （千円） － － 119,260 269,043 378,767 

中間（当期）純利益 （千円） － － 69,666 162,243 216,198 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 1,156,618 400,993 1,156,618 

発行済株式総数 （株） － － 21,190 1,869 21,190 

純資産額 （千円） － － 2,438,157 707,674 2,433,353 

総資産額 （千円） － － 3,322,105 1,518,447 3,425,413 

１株当たり純資産額 （円） － － 115,061.68 377,691.16 114,834.98 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － － 3,287.70 90,823.90 11,083.44 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － 3,274.98 － 11,066.11 

１株当たり配当額 （円） － － － － 3,061 

自己資本比率 （％） － － 73.4 46.6 71.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 76,602 135,177 353,167 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △55,527 △268,802 △82,818 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △64,137 437,839 1,299,289 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 2,073,380 546,805 2,116,443 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

60 

(15) 

38 

(9) 

50 

(12) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（人材会社からの派遣社員を含んでおります。）は、当中間会計期

間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員が前期末に比べ、10名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであります。

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 60（15） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調で推移したものの、原油価格の動向や米国経済の減速懸

念などの影響もあり、景気の先行きに不透明感が増している状況にあります。 

 当社が属する衣料小売業界におきましては、夏場の猛暑や消費者ニーズの多様化により、衣料品全般に販売が振る

わない厳しい環境が続きました。 

  このような環境の中、引き続き当社は人気女性誌との提携強化や人気ブランドの誘致、コーディネート提案やトレ

ンドキーワード特集等の自社編集企画を実施し、顧客満足度の向上に努めてまいりました。マガシーク事業では、

(株)小学館、(株)主婦の友社、(株)講談社、(株)集英社、(株)扶桑社の人気ファッション誌と連動した各雑誌毎の専

用ショッピングサイトのコンテンツ内容と販売商品の品揃え強化を進めました。一方アパレルメーカーとの関係で

は、(株)三陽商会の「スマッキーグラム」や「ルジュール」、(株)アルバローザ ジャパンの「アルバローザ」、

(株)プレシジョンの「リゼア」等の新規ブランドを導入したほか、4月に新設した大きいサイズやトールサイズを販

売する専用コンテンツには、(株)フランドルの「エフデ」や「ル スーク」、(株)ジュンの「ロペ」、イトキン(株)

の「MKミッシェルクラン」等のブランド誘致を進めました。9月にはメンズ向けショッピングサイト「mfm （マガシ

ークフォーメン）」を新設し、人気メンズファッション誌との取組みとして、(株)ベストセラーズの

「Men's JOKER」や(株)光文社の「Gainer」との連動を行っているほか、ミラノの有名セレクトショップと提携して

ショップの人気商品を紹介、販売するコンテンツを設ける等、国内ブランドのみならず、インポートブランド商品の

品揃えも強化しております。また、新規顧客の獲得策として、雑誌への広告掲載の継続に加えてリスティングやバナ

ー等のウェブ広告を実施しました。アウトレットピーク事業では、天候不順やトレンドの変化の影響により、アパレ

ルメーカーのセール用在庫が増加したこともあり、新規ブランドの誘致や商材の確保が順調に進みました。 

  この結果、総会員数は、当中間会計期間中に8万4千人増加し、平成19年9月末現在64万1千人（前事業年度末比 

15.1％増）となりました。 

  当社の当中間会計期間の売上高は、総会員数の増加とそれに伴う販売商品数の増加の結果、3,037百万円となりま

した。また、当中間会計期間の営業利益は104百万円、経常利益は119百万円、中間純利益は69百万円となりました。

  なお、当中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。（以下

「(2）キャッシュ・フローの状況」及び「２ 仕入及び販売の状況」においても同じ。） 

  事業部門別の業績は次のとおりであります。 

①  マガシーク事業  

 当事業は、ファッション雑誌に掲載された商品をインターネットで買えるＥコマースサイト「magaseek.com」を運

営いたしております。(株)小学館発行の「CanCam」掲載の人気ブランド「アプワイザー・リッシェ」や「プロポーシ

ョンボディドレッシング」「ミッシュマッシュ」「ジョイアス」のほか、「ジャイロホワイト」「組曲」等の商品が

売上を牽引しました。 また、(株)小学館、(株)主婦の友社、(株)講談社、(株)集英社、(株)扶桑社の人気ファッシ

ョン誌と誌面連動企画やモデルを起用した自社編集企画による販促強化、雑誌及びウェブ上での広告を実施しまし

た。また9月にメンズサイト「mfm （マガシークフォーメン）」を開設し、メンズ分野への進出を果たしました。一

方、夏場の猛暑が長引き、秋物の立ち上がりが後ずれした影響もあり、当中間会計期間の売上高は2,534百万円とな

りました。 

②  アウトレットピーク事業 

 当事業は、インターネット上で人気ブランドの売れ残り商品の値引き販売を行うＥコマースサイト

「outletpeak.com」を運営いたしております。人気ブランド「アプワイザー・リッシェ」「ミッシュマッシュ」「ロ

ディスポット」「マニックス」等の商品の販売が好調であったことに加え、新規ブランドの誘致が進んだこと、既存

ブランドからの商材確保、お楽しみ袋などの企画商品の打ち出し、そしてウェブ広告等の施策の結果、当中間会計期

間の売上高は492百万円となりました。 

③  その他事業 

 広告事業等を行っており、当中間会計期間の売上高は11百万円となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益による増加等があり

ましたが、法人税等の支払いや配当金の支払いによる減少等により、当中間会計期間末では2,073百万円となりまし

た。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は76百万円となりました。これは主に法人税等の支払額110百万円による支出等

がありましたが、税引前中間純利益119百万円、減価償却費64百万円等の増加要因があったことによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は55百万円となりました。これは有形固定資産の取得による支出19百万円と無形

固定資産の取得による支出32百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は64百万円となりました。これは配当金の支払いがあったことによるものであり

ます。 

  

  



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２．主な相手先別の仕入実績及び総仕入実績に対する割合は、相手先別仕入実績の総仕入実績に対する割合が

100分の10以上を占める取引先がないため、記載しておりません。 

(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、販売の相手先は主に一般消費者であり（販売代金

の回収業務を伊藤忠エレクトロニクス（株）及びヤマトフィナンシャル（株）等に委託）、相手先別販売実

績の総販売実績に対する割合が100分の10以上を占める取引先がないため、記載しておりません。 

事業部門 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 構成比（％） 

マガシーク事業 1,798,539 82.8 

アウトレットピーク事業 369,943 17.0 

その他事業 3,291 0.2 

合計 2,171,774 100.0 

事業部門 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 構成比（％） 

マガシーク事業 2,534,000 83.4 

アウトレットピーク事業 492,162 16.2 

その他事業 11,729 0.4 

合計 3,037,892 100.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した計画は、次のとおりであります。これは、システムのキャパシティー増

強と業務効率の改善を主な目的とし、基幹システムの全面リニューアルを計画しているものであります。 

   （１）重要な設備の新設 

   （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   （２）重要な設備の除却等 

       該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

本社 

（東京都千代

田区） 

基幹システム

関連設備 
350,000  －  自己資金  

平成19年  

９月  

平成20年  

８月  

システムの安

定稼動  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000 

計 40,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 21,190 21,190 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 21,190 21,190 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成18年１月30日臨時株主総会決議 

 （注）１．平成18年5月29日開催の取締役会決議により、平成18年6月14日をもって1株を10株に分割しております。 

 これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込価格」及び「新株予約権の

 行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。   

        ２．行使価額は、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

            し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分

（新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く。）を行う場合は、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることができる

新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも上記調整式によって調整さ

れる。新株予約権発行後、当社が資本減少を行う場合その他の場合において、行使価額の調整が必要又は適切

なときには、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 17 17 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 170 170 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 247,825 247,825 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年１月31日 

至 平成28年１月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      247,825 

資本組入額     123,913 

発行価格      247,825 

資本組入額     123,913 

新株予約権の行使の条件 

対象者は、新株予約権の権利行

使時においても、当社、当社子

会社又は関連会社の取締役、監

査役又は従業員の地位（以下

「権利行使資格」という。）を

保有していることを要する。但

し、自己都合による退職・退任

等に該当しない場合等であっ

て、対象者が権利行使資格を喪

失した場合であっても対象者の

権利行使の継続を認めることが

新株予約権の発行の目的から適

当である旨取締役会において決

議したときは、権利資格を喪失

していないものとみなす。その

他細目については、平成18年１

月30日開催の臨時株主総会決議

及びそれに係る取締役会決議に

基づき、当社と対象取締役の間

にて締結された新株予約権割当

契約による。 

同左   

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

処分をすることはできない。 
同左    

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行

株式数 
×

調整前 

行使価額 
＋ 

新発行株式数（又は処

分する自己株式数） 
×

１株あたり払込金額（又は

１株あたりの処分価額） 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数） 



(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
－ 21,190 － 1,156,618 － 755,625 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１ 13,640 64.37 

株式会社小学館 東京都千代田区一ツ橋２丁目３－１ 1,584 7.48 

株式会社集英社 東京都千代田区一ツ橋２丁目５－10 400 1.89 

株式会社講談社 東京都文京区音羽２丁目12－21 400 1.89 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 348 1.64 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・ピーエルシー 

（常任代理人 モルガン・ス

タンレー証券株式会社） 

25 ＣＡＢＯＴ ＳＱＵＡＲＥ，ＣＡＮＡ

ＲＹ ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ Ｅ144

ＱＡ ＥＮＧＬＡＮＤ 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３） 

300 1.42 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11  299 1.41 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイ

ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟 

200 0.94 

株式会社光文社 東京都文京区音羽１丁目16－６  100 0.47 

株式会社主婦の友社  東京都千代田区神田駿河台２丁目９－６ 90 0.42 

計 － 17,361 81.93 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

         該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,190 21,190 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 21,190 － － 

総株主の議決権 － 21,190 － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 492,000 584,000 640,000 619,000 545,000 454,000 

最低（円） 370,000 377,000 516,000 535,000 426,000 228,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金   670,742     1,116,258     

２．売掛金   585,549     671,353     

３．有価証券   1,402,637     1,000,184     

４．たな卸資産   266,389     230,464     

５．前払費用   17,064     12,006     

６．繰延税金資産   35,146     27,355     

７．未収入金   28,703     31,456     

８．その他   516     －     

   貸倒引当金   △625     －     

流動資産合計     3,006,125 90.5   3,089,079 90.2 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※１             

(1）建物付属設備   11,801     13,952     

(2）工具器具備品   95,033     97,700     

有形固定資産合計   106,834     111,652     

２．無形固定資産               

(1）商標権   55,836     58,879     

(2）ソフトウェア   108,911     127,419     

無形固定資産合計   164,748     186,299     

３．投資その他の資産               

(1）繰延税金資産   3,120     2,186     

(2）敷金   39,814     36,195     

(3）その他   1,460     －     

投資その他の資産合計   44,396     38,381     

固定資産合計     315,979 9.5   336,333 9.8 

資産合計     3,322,105 100.0   3,425,413 100.0 

    
 



    
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金   581,357     580,997     

２．未払金   184,828     214,061     

３．未払法人税等   61,874     115,999     

４．賞与引当金   12,751     10,704     

５．役員賞与引当金   －     10,625     

６．返品調整引当金   5,749     6,493     

７．ポイント引当金   11,377     7,777     

８．その他 ※２ 22,773     42,895     

流動負債合計     880,711 26.5   989,554 28.9 

Ⅱ 固定負債               

１．退職給付引当金   3,235     2,505     

固定負債合計     3,235 0.1   2,505 0.1 

負債合計     883,947 26.6   992,059 29.0 

    

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     1,156,618 34.8   1,156,618 33.8 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   755,625     755,625     

資本剰余金合計     755,625 22.8   755,625 22.0 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   177     177     

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   525,737     520,933     

利益剰余金合計     525,914 15.8   521,110 15.2 

株主資本合計     2,438,157 73.4   2,433,353 71.0 

純資産合計     2,438,157 73.4   2,433,353 71.0 

負債純資産合計     3,322,105 100.0   3,425,413 100.0 

    



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     3,037,892 100.0   5,378,941 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,135,697 70.3   3,758,193 69.9 

売上総利益     902,195 29.7   1,620,747 30.1 

返品調整引当金戻入額     △6,493 △0.2   △5,352 △0.1 

返品調整引当金繰入額     5,749 0.2   6,493 0.1 

差引売上総利益     902,939 29.7   1,619,607 30.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   798,700 26.3   1,213,289 22.5 

営業利益     104,238 3.4   406,318 7.6 

Ⅳ 営業外収益 ※２   15,022 0.5   3,499 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※３   － －   31,050 0.6 

経常利益     119,260 3.9   378,767 7.0 

Ⅵ 特別損失 ※４   13 0.0   2,422 0.0 

税引前中間（当期）純
利益 

    119,247 3.9   376,344 7.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  58,306     167,317     

法人税等調整額   △8,725 49,581 1.6 △7,171 160,146 3.0 

中間（当期）純利益     69,666 2.3   216,198 4.0 

    



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

  

資本準備金
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日残高（千円） 1,156,618 755,625 755,625 177 520,933 521,110 2,433,353

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △64,862 △64,862 △64,862

中間純利益   69,666 69,666 69,666

中間会計期間中の変動額合計（千円） － － － － 4,803 4,803 4,803

平成19年９月30日残高（千円） 1,156,618 755,625 755,625 177 525,737 525,914 2,438,157

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

  

資本準備金
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日残高（千円） 400,993 － － － 306,681 306,681 707,674

事業年度中の変動額     

新株の発行 755,625 755,625 755,625   1,511,250

利益準備金の積立（注）   177 △177 － －

役員賞与（注）   △1,770 △1,770 △1,770

当期純利益   216,198 216,198 216,198

事業年度中の変動額合計（千円） 755,625 755,625 755,625 177 214,251 214,428 1,725,678

平成19年３月31日残高（千円） 1,156,618 755,625 755,625 177 520,933 521,110 2,433,353



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

      

税引前中間（当期）純利益   119,247 376,344 

減価償却費   64,004 59,348 

貸倒引当金の増加額   625 － 

賞与引当金の増加額   2,046 2,764 

役員賞与引当金の増減額
（△：減少） 

  △10,625 10,625 

返品調整引当金の増減額
（△：減少） 

  △743 1,140 

ポイント引当金の増加額   3,599 5,749 

退職給付引当金の増加額   730 1,450 

受取利息   △3,078 △236 

支払利息   － 346 

株式交付費   － 11,960 

固定資産除却損   13 2,422 

売掛金の増減額（△：増
加） 

  85,803 △258,227 

たな卸資産の増加額   △35,925 △31,073 

未収入金の増減額（△：増
加） 

  2,753 △8,137 

買掛金の増加額   360 202,266 

未払金の増減額（△：減
少） 

  △15,698 54,281 

その他   △29,407 35,543 

小計   183,705 466,569 

利息の受取額   3,078 236 

利息の支払額   － △217 

法人税等の支払額   △110,181 △113,420 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  76,602 353,167 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

      

有形固定資産の取得による
支出 

  △19,224 △27,413 

無形固定資産の取得による
支出 

  △32,683 △55,405 

敷金の差入による支出   △3,619 － 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △55,527 △82,818 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

      

短期借入金の純減少額   － △200,000 

株式の発行による収入   － 1,499,289 

配当金の支払額   △64,137 － 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △64,137 1,299,289 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額
（△：減少） 

  △43,062 1,569,638 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  2,116,443 546,805 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※１  2,073,380 2,116,443 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 総平均法による低価法を採用して

おります。 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

 終仕入原価法を採用しておりま

す。 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物付属設備  ３～18年 

工具器具備品  ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、商標権については10年、ソフ

トウェア（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５年）にて

償却しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

────── 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当中間会計期間に負

担すべき額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。 

  (3）役員賞与引当金 

 ────── 

(3）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、当

事業年度末における支給見込額に基づ

き計上しております。 

  (4）返品調整引当金 

 返品による損失に備えるため、過去

の返品発生率を勘案し、当中間会計期

間の売上高に見込まれる返品額に対す

る販売利益の見積額を計上しておりま

す。 

(4）返品調整引当金 

 返品による損失に備えるため、過去

の返品発生率を勘案し、当事業年度の

売上高に見込まれる返品額に対する販

売利益の見積額を計上しております。 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）ポイント引当金 

 当社が実施するマガシーク会員に付

与したポイントの使用により発生する

費用負担に備えるため、当中間会計期

間末において将来使用されると見込ま

れる額を計上しております。 

(5）ポイント引当金 

 当社が実施するマガシーク会員に付

与したポイントの使用により発生する

費用負担に備えるため、当事業年度末

において将来使用されると見込まれる

額を計上しております。 

  (6）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計

上しております。なお、退職給付債務

の算定に当たり、中間期末要支給額を

退職給付債務とする簡便法を採用して

おります。 

(6）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。な

お、退職給付債務の算定に当たり、期

末要支給額を退職給付債務とする簡便

法を採用しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ10,625千円少なく計上されております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は2,433,353千円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

(有形固定資産の減価償却の方法の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。 

────── 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の耐用年数の変更）  

  ソフトウェア及び一部の工具器具備品は、従来、耐用

年数を５年として減価償却を行ってきました。しかし、

当中間会計期間において基幹システム（ソフトウェア・

ハードウェア）のキャパシティー増強と業務効率の改善

を目的に中期的な規模拡大に対応すべきと判断し、全面

リニューアルを決定したことに伴い、基幹システムの耐

用年数を残存利用可能期間等に基づく耐用年数に変更い

たしました。この結果、従来の方法に比較して減価償却

費が25,434千円多く計上され、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ同額少なく計上されており

ます。 

  

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

45,688千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

29,437千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、金額

的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

※２        ────── 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 16,450千円

無形固定資産 47,553千円

有形固定資産 19,183千円

無形固定資産 40,165千円

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,078千円

受取手数料 11,610千円

受取利息 236千円

受取手数料 3,039千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

────── 支払利息 346千円

株式交付費 11,960千円

上場関係費用 18,320千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 固定資産除却損 

工具器具備品 13千円 工具器具備品 280千円

ソフトウェア 2,142千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加19,321株は、株式分割による増加16,821株、公募による新株の発行による増

加2,000株、第三者割当による新株の発行による増加500株であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 21,190 － － 21,190 

合計 21,190 － － 21,190 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 64,862 3,061 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注） 1,869 19,321 － 21,190 

合計 1,869 19,321 － 21,190 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 64,862 利益剰余金 3,061 平成19年３月31日 平成19年６月27日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

時価評価されていない有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

時価評価されていない有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 670,742千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
1,402,637千円

現金及び現金同等物 2,073,380千円

現金及び預金勘定 1,116,258千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
1,000,184千円

現金及び現金同等物 2,116,443千円

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

キャッシュ・リザーブ・ファンド 1,402,637 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

キャッシュ・リザーブ・ファンド 1,000,184 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当中間会計期間において、ストック・オプションを付与しておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当事業年度において、ストック・オプションを付与しておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 115,061円68銭

１株当たり中間純利益金額 3,287円70銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額 
3,274円98銭

１株当たり純資産額 114,834円98銭

１株当たり当期純利益金額 11,083円44銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
11,066円11銭

    

──────  当社は平成18年６月14日付で株式１株につき10株の株式

分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報は以下のとおりとなりま

す。 

  １株当たり純資産額 37,769円12銭

１株当たり当期純利益金額 9,082円39銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載して

おりません。 

  
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益（千円） 69,666 216,198 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 69,666 216,198 

期中平均株式数（株） 21,190 19,506 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
    

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 82 31 

（うち新株予約権） (82) (31) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度（第４期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第４期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ 

 ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１３日 

マガシーク株式会社  

  取締役会 御中      

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 諏訪部 慶吉  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大久保 孝一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているマガシーク株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マガシーク株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                   以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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